
ご挨拶 

 平成 26 年 4 月にエコ・エコノミープロジェクトが解散されるにあたり、当財団の「地球

温暖化防止に向けた低炭素社会の実現に関する事業」に特定して 17 百万円の寄付金をいた

だきました。当財団では、この寄附金を原資として、平成 26 年度から平成 30 年度までの

5 年間、環境と経済が両立する持続可能な滋賀社会をめざして滋賀エコ・エコノミー推進事

業を実施してきました。本報告書は、この 5 年間に当財団が実施した滋賀エコ・エコノミー

推進事業の実績を報告するものです。 

 エコ・エコノミープロジェクトで実施してこられた事業を引き継ぎ、財団がこれまで培っ

てきた温暖化対策への取り組み実績を土台として、本事業を進めてまいりました。実施にあ

たり、滋賀県ならびに滋賀経済同友会や一般社団法人滋賀経済産業協会をはじめとする多

くの滋賀経済界の方から、多大なご支援・ご協力をいただきました。また、エコ・エコノミ

ープロジェクトが設立された「しが炭素基金」から寄付金をいただいており、基金に賛同さ

れた 196 者の企業・団体の皆様の「環境と経済が両立する持続可能な滋賀社会」への熱き

思いを感じながら本事業を進めてまいりました。文面ではありますが、皆様方に感謝の意を

お伝えするとともに、当財団では、今後とも滋賀県ならびに滋賀経済界とともに、地球温暖

化防止に向けた低炭素社会の実現にまい進する所存です。今後とも、ご支援ご鞭撻のほど、

よろしくお願いいたします。 

 

 令和 2 年 2 月 

 

公益財団法人 淡海環境保全財団   

理事    中鹿 哲 
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1. はじめに 

滋賀経済界と滋賀県は、連携して環境成 経済の実現によって、滋賀県の雇用創出と
事業革新を牽引するため、「新しい発展モデル」を策定し発信するエコ・エコノミープ
ロジェクト（以下「プロジェクト」という。）を平成 19 年 8 月に設立された。プロジェ
クトでは、県内の二酸化炭素排出量削減推進と滋賀県の経済発展を両立させるため、新
たな施策・仕組みとして「しが炭素基金」を立ち上げられた。本基金には、196 者の参
画があり、本基金を基に、「しが低炭素リーダー賞」や「エコイノベーションセミナー」
などの事業が実施された。 

プロジェクトでは、これまでプロジェクトが掲げた理念や実施してきた事業が、今後
滋賀県の顕彰制度や当財団が実施するセミナーに発展的
に統合されることを期待され、戦略本部ならびに基金を解
散することを決議し、平成 26 年 4 月に解散された。解散
するにあたり、プロジェクトでは、しが炭素基金拠出者の
意思を反映し、当財団の定款に定める「地球温暖化防止に
向けた低炭素社会の実現に関する事業」に特定して 17 百
万円を寄付された。 

財団では、本寄付金を事業実施の財源とし、また県から人件費補助を受け、平成
26 年度から、「環境と経済が両立する持続可能な滋賀社会」を目指して、①滋賀県低
炭素社会づくり賞低炭素化事業部門への副賞（奨励金）の贈呈 ②事業所向けセミナー
の実施 ③広報・情報発信を柱とする滋賀エコ・エコノミー推進事業を実施した。 

本報告書は、5 年間の滋賀エコ・エコノミー推進事業の実施概要をとりまとめたもの
で、実施にあたって協力いただいた滋賀県ならびに滋賀経済界、関係諸団体、さらには、
プロジェクトで設立された「しが炭素基金」に賛同された 196 者の企業・団体にその
実績を報告するものである。 

2. 事業概要について 

   滋賀エコ・エコノミー推進事業で実施した各事業の概要は、次のとおりである。 
① 滋賀県低炭素社会づくり賞低炭素化事業部門への副賞（奨励金）の贈呈 

 滋賀県は、低炭素社会づくり推進条例で低炭素社会づくりに関して、特に優れた
取り組みを った県 ・事業者および 間団体を表彰するものとしており、平成２
５年度には、事業活動における自社の温室効果ガス排出量の削減に関して他の事業
者の模範となる特に優れた取組を行っている事業者を表彰する滋賀県低炭素社会
づくり賞事業者行動計画書制度部門を創設され、平成 26 年度には、温室効果ガス
排出削減に貢献する製品・サービスを生み出す事業活動を表彰する低炭素化事業部
門の表彰が追加された。温室効果ガス削減に貢献する製品・サービスの開発および
世界への供給は、「環境と経済が両立する持続的な社会」を目指す滋賀エコ・エコノ
ミー推進事業と合致することから、受賞対象事業の普及を図るため、本部門の受賞
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者に副賞（奨励金 1 件 500 千円）を贈呈した。 
 県では、表彰候補者の募集にあたり、製品・サービスの「温室効果ガス排出量削
減効果」や「滋賀らしさ」など 7 つの視点の評価基準を示して、ホームページやチ
ラシ配布等によって周知を行った。また、表彰対象製品・サービスの選定では、事
前に、滋賀経済団体や有識者の意見を聴取し、最終的に県の審査によって行われた。 
 財団では、滋賀県担当者と共に応募事業者にヒアリングを行い、応募された製品・
サービスについて、７つの評価基準に沿って製
品・サービスの概要を整理し、滋賀県に提出した
ほか、チラシの作成や様々な機会を通じての広報
など、制度の周知に努めた。 
 表彰式では、滋賀県知事からの表彰状授与とと
もに財団理事 から副賞 録の贈呈を った。 

② 事業所向けセミナーの実施 
・滋賀県低炭素社会づくり賞低炭素化事業部門表彰プレゼンテーション 
 低炭素社会づくり賞の表彰式後に、表彰対象となった製品・サービスについて表
彰を受けた企業によるプレゼンテーションを実施し、製品・サービスを生み出した
各企業のノウハウについて出席者とともに共有した。 
・エコ・エコノミー推進セミナーの開催 
 同じく低炭素社会づくり賞の表彰式当日に開
催し、環境と経済に係る基本的な情勢や考え方
について専門家を招いて基調講演を行った。 
・事業所出前講座の実施 
 事業所での工場や事務所からの温室効果ガス
排出量の削減や従業員の方々の家庭での取り組
みを促し、事業所全体での温室効果ガス排出抑
制を促進するため、滋賀県地球温暖化防止活動推進員を講師として派遣し、事業所
出前講座を実施した。 

③ 広報・情報発信 
・ホームページによる情報発信 
 滋賀エコ・エコノミー推進事業ホームページを開設し、低炭素社会づくり賞表彰
候補者の募集や表彰された製品サービスの紹介、エコ・エコノミー推進セミナーの
参加者募集や講演概要の紹介および事業所出前講座の実施状況紹介等を行った。 
・びわ湖環境ビジネスメッセでの出展 
 滋賀エコ・エコノミー推進事業のブースを開設し、滋賀県低炭素社会づくり賞低
炭素化事業部門の表彰対象となった製品・サービスを紹介するとともに、滋賀エコ・
エコノミー推進事業やエコ・エコノミープロジェクトのパネル展示を行った。 
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3. 平成 26 年度事業報告 

① エコ・エコノミー推進会議の開催 
エコ・エコノミー推進事業の実施について、滋賀県およびしが経済界と連携し、

協力を得ながら進めるめ、意見交換の場として、滋賀県主催でエコ・エコノミー推
進会議を平成 26 年 9 月 4 日に県庁で開催した。低炭素社会づくり賞表彰制度や滋
賀エコ・エコノミー推進事業案について意見交換を行った。 

② 滋賀県低炭素社会づくり賞低炭素化事業部門への副賞（奨励金）の贈呈 
平成 26 年 10 月 20 日から 11 月 21 日までを募集期間として、温室効果ガス排出

削減に貢献する製品・サービスを生み出す事業活動を募集し、滋賀県での審査を
経て、他の事業者の模範となる特に優れた取り組みを行っている下記の 4 事業者が知
事より表彰され、財団から副賞として 500 千円の奨励金を贈呈した。表彰式は、平
成 27 年 3 月 17 日滋賀県庁東館大会議室で開催された。 

表彰事業者 旭化成イーマテリアルズ株式会社 
        電池材料事業部ハイポア工場 
       株式会社ケントム 
       甲 陸運株式会社 

田中建材株式会社 
 表彰式後、表彰事業者から、表彰対象となった
製品・サービスについてプレゼンテーションが
行われた。 

③ エコ・エコノミー推進セミナーの開催 
 表彰式と同日に、高村ゆかり名古屋大学大学院
教授を講師として、「2015 年合意に向けた温暖化
交渉と日本のエネルギー・温暖化政策」と題して、
基調講演を行った。 

④ 滋賀エコ・エコノミー推進事業ホームページの作成 
 当財団が実施するエコ・エコノミー推進セミナーや滋賀県低炭素社会づくり賞低
炭素化事業部門副賞授与など滋賀エコ・エコノミー推進事業の詳細な活動状況を広
く周知するため、ホームページを構築した。 

⑤ びわ湖環境ビジネスメッセでの広報活動 
 平成 26 年 10 月 22 日から 24  に 浜市で開催されたびわ湖環境ビジネスメッ
セに設置した当財団ブースに、滋賀エコ・エコノミー推進事業の事業概要と実施ま
での経緯、滋賀エコ・エコノミープロジェクトのこれまでのあゆみについて、ポス
ターを作成し展示した。 
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平成26年度エコ・エコノミー推進事業決算

３．寄付金残高

（平成26年度当初） （事業費繰り出し） （寄付金利子） （決算時残高）

17,000,000円 － 3,219,116円 ＋ 1,642円 = 13,782,526円

１．歳入� （円）

項　目 内　　容 予　算 決　算 増　減

寄付金 寄付金から繰り入れ 3,400,000� 3,219,116� -180,884�

補助金 エコ・エコノミー推進事業費補助金 2,797,000� 3,431,294� 634,294�

総　計 6,197,000� 6,650,410� 453,410�

２．歳出� （円）

項　目 内　　容 予　算 決　算 増　減

給料手当 2,429,000� 2,969,261� 540,261�

福利厚生費 368,000� 462,033� 94,033�

職員費小計 2,797,000� 3,431,294� 634,294�

旅費交通費 セミナー講師旅費　職員旅費 52,800� 31,880� -20,920�

通信運搬費 電話代　切手代 92,000� 2,600� -89,400�

消耗品代 金封 28,320� 2,721� -25,599�

印刷製本費 チラシ作成等 77,000� 37,361� -39,639�

賃借料 メッセ使用料　セミナー会場費 179,880� 0� -179,880�

諸謝金 講師謝金 30,000� 30,000� 0�

手数料 目録筆耕等 0� 47,914� 47,914�

租税公課 印紙代 10,000� 0� -10,000�

請負委託費 ホームページ開設　メッセ実施 520,000� 656,640� 136,640�

補助金　交付金 低炭素社会づくり賞副賞 2,000,000� 2,000,000� 0�

共通経費 410,000� 410,000� 0�

事業費小計 3,400,000� 3,219,116� -180,884�

総　計 6,197,000� 6,650,410� 453,410�
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4. 平成 27 年度事業報告 

① エコ・エコノミー推進会議の開催 
 平成 27 年 7 月 30 日に県庁で開催し、平成 26 年度事業実施報告および決算、平
成 27 年度事業計画および予算案について、滋賀県および滋賀経済界と意見交換を
行った。 

② 滋賀県低炭素社会づくり賞低炭素化事業部門への副賞（奨励金）の贈呈 
 平成 27 年 9 月 18 日から 11 月 6 日を募集期間として表彰候補者を募集し、滋賀
県の審査を経て、下記の 4 事業者が表彰され、当財団から副賞として奨励金 500 千
円を贈呈した。表彰式は、平成 28 年 3 月 29 日にコラボしが 21 大会議室で開催さ
れた。 
 表彰事業者  株式会社アオヤマエコシステム 
        湖北工業株式会社 
        滋賀特機株式会社 
        株式会社セブンワンツリーズ 
 表彰式後、表彰事業者から、表彰対象となった
製品・サービスについてプレゼンテーションが行
われた。 

③ エコ・エコノミー推進セミナーの開催 
 表彰式と同日に、「COP21 パリ協定下の日本の政策と環境ビジネスの方向性」を
テーマとしてエコ・エコノミー推進セミナーを開催し、田中聡志環境省大臣官房審
議官から「COP21 の成果と今後の取り組み」と題して、竹ケ原啓介株式会社日本
政策投資銀行環境・CSR 部 から「COP21 パリ協定下の環境ビジネスの展望」と
題して基調講演が行われた。 

④ 事業所出前講座の実施 
 事業所での工場や事務所からの温室効果ガス
排出量の削減や従業員の方々の家庭での取り組
みを促すため、企業で実施される研修に、滋賀県
地球温暖化防止活動推進員を講師として派遣す
る事業所出前講座を平成 27 年度から実施した。 
 平成 27 年度は、「環境マネージメントシステムと地球温暖化」などをテーマに 4
事業所で実施した。 

⑤ びわ湖環境ビジネスメッセでの広報活動 
平成 27 年 10 月 21 日から 23  に 浜市で開催されたびわ湖環境ビジネスメッ

セに設置した当財団ブースに、滋賀エコ・エコノミー推進事業の事業概要と実施ま
での経緯、滋賀エコ・エコノミープロジェクトのこれまでのあゆみについて、ポス
ターを作成し展示した。 
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平成27年度エコ・エコノミー推進事業決算

３．寄付金残高

（平成27年度当初） （事業費繰り出し） （寄付金利子） （決算時残高）

13,782,526円 － 3,076,000円 + 35,566円 = 10,742,092円

１．歳入� （円）

項　目 内　　容 予　算 決　算 増　減

寄付金 寄付金から繰り入れ 3,400,000� 3,076,000� -324,000�

補助金 エコ・エコノミー推進事業費補助金 4,008,000� 4,167,206� 159,206�

総　計 7,408,000� 7,243,206� -164,794�

２．歳出� （円）

項　目 内　　容 予　算 決　算 増　減

給料手当 3,466,000� 3,594,300� 128,300�

福利厚生費 542,000� 572,906� 30,906�

職員費小計 4,008,000� 4,167,206� 159,206�

旅費交通費 セミナー講師旅費　職員旅費 76,200� 131,330� 55,130�

通信運搬費 電話代　切手代 89,200� 0� -89,200�

消耗品代 パネル枠　金封 30,000� 15,649� -14,351�

印刷製本費 チラシ作成等 80,000� 55,464� -24,536�

賃借料 メッセ使用料　セミナー会場費 289,880� 243,630� -46,250�

諸謝金 講師謝金 30,000� 24,000� -6,000�

手数料 目録筆耕等 0� 9,680� 9,680�

租税公課 印紙代 10,000� 0� -10,000�

請負委託費 メッセ会場設営　セミナー実施 424,000� 152,280� -271,720�

補助金　交付金 低炭素社会づくり賞副賞 2,000,000� 2,000,000� 0�

共通経費 370,720� 443,967� 73,247�

事業費小計 3,400,000� 3,076,000� -324,000�

総　計 7,408,000� 7,243,206� -164,794�
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5. 平成 28 年度事業報告 

①  エコ・エコノミー推進会議の開催 
 平成 28 年 7 月 21 日に県庁で開催し、平成 27 年度事業実施報告および決算、平
成 28 年度事業計画および予算案について、滋賀県および滋賀経済界と意見交換を
行い、事業者向けセミナーであるエコ・エコノミー推進セミナーへの事業者の出席
を増加させるため、びわ湖環境ビジネスメッセでの開催を検討することとなった。 

② 滋賀県低炭素社会づくり賞低炭素化事業部門への副賞（奨励金）の贈呈 
 平成 28 年 9 月 23 日から 11 月 11 日を募集期間として表彰候補者を募集し、滋
賀県の審査を経て、下記の 4 事業者が表彰され、当財団から副賞として奨励金 500
千円を贈呈した。表彰式は、平成 29 年 3 月 23 日にコラボしが 21 大会議室で開催
された。 
 表彰事業者  株式会社井之商 
        北村工務店匠堂 
        株式会社ひらつか建築 
        山室木材工業株式会社 
 表彰式後、表彰事業者から、表彰対象となった
製品・サービスについてプレゼンテーションが行
われた。 

③ エコ・エコノミー推進セミナーの開催 
 表彰式と同日に、エコ・エコノミー推進セミナーを開催し、諸富徹京都大学大学
院教授から「脱炭素社会と地域経済の持続的な発展」と題して、基調講演が行われ
た。 

④ 事業所出前講座の実施 
平成 28 年度は、「地球温暖化を取り巻く最近のトレンド」などをテーマに 3 事業

所・団体で実施した。 
⑤ びわ湖環境ビジネスメッセでの広報活動 

 平成 28 年 10 月 19 日から 21  に 浜市で開催されたびわ湖環境ビジネスメッ
セに設置した当財団ブースで、滋賀県低炭素社会づくり賞低炭素化事業部門表彰
対象製品・サービスについて、表彰企業の協力を得て、製品やパンフレットの展示
を行った。 

⑥ 「COOL CHOICE」賛同企業の募集 
 政府では、温暖化対策に資するあらゆる場面で「賢い選択」をしていこうとする
「COOL CHOICE」の取り組みを国 運動として平成 27 年 7 月から進めてお
り、本年度から、賛同する企業の募集を滋賀エコ・エコノミー推進事業として開始
した。本年度は、県内 17 企業・団体から賛同書の提出があった。 
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平成28年度エコ・エコノミー推進事業決算

３．寄付金残高

（平成28年度当初） （事業費繰り出し） （寄付金利子） （決算時残高）

10,742,092円 － 3,724,000円 ＋ 26,080円 ＝ 7,044,172円

１．歳入� （円）

項　目 内　　容 予　算 決　算 増　減

寄付金 寄付金から繰り入れ 3,724,000� 3,724,000� 0�

補助金 エコ・エコノミー推進事業費補助金 4,311,837� 4,312,905� 1,068�

総　計 8,035,837� 8,036,905� 1,068�

２．歳出� （円）

項　目 内　　容 予　算 決　算 増　減

給料手当 3,713,400� 3,713,400� 0�

福利厚生費 598,437� 599,505� 1,068�

職員費小計 4,311,837� 4,312,905� 1,068�

旅費交通費 セミナー講師旅費　職員旅費 88,400� 12,850� -75,550�

通信運搬費 電話代　切手代 82,000� 82,000� 0�

消耗品代 パネル枠　金封 33,000� 14,385� -18,615�

印刷製本費 チラシ作成等 120,000� 101,161� -18,839�

賃借料 メッセ使用料　セミナー会場費 297,100� 253,080� -44,020�

諸謝金 講師謝金 90,000� 54,000� -36,000�

手数料 目録筆耕等�セミナー司会 14,020� 42,080� 28,060�

租税公課 印紙代 10,000� 0� -10,000�

請負委託費 メッセ会場設営　HP作成 748,000� 752,868� 4,868�

補助金　交付金 低炭素社会づくり賞副賞 2,000,000� 2,000,000� 0�

業務諸経費 241,480� 411,576� 170,096�

事業費小計 3,724,000� 3,724,000� 0�

総　計 8,035,837� 8,036,905� 1,068�
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6. 平成 29 年度事業報告 

① エコ・エコノミー推進会議の開催（滋賀県主催） 
平成 29 年 9 月 6 日に県庁で開催し、平成 28 年度事業実施報告および決算、平

成 29 年度事業計画および予算案について、滋賀県および滋賀経済界と意見交換を
行い、事業者向けセミナーであるエコ・エコノミー推進セミナーへの事業者の出席
を増加させるため、びわ湖環境ビジネスメッセのサテライト会場である 浜バイ
オ大学でメッセ共催セミナーとして開催することとした。 

② 滋賀県低炭素社会づくり賞低炭素化事業部門への副賞（奨励金）の贈呈 
 平成 29 年 5 月 19 日から 7 月 18 日を募集期間として表彰候補者を募集し、滋賀
県の審査を経て、下記の 4 事業者が表彰され、当財団から副賞として奨励金 500 千
円を贈呈した。表彰式は、平成 29 年 10 月 18 日にびわ湖環境ビジネスメッセ・プ
レゼンテーション会場で開催された。 
 表彰事業者  油藤商事株式会社 
        株式会社三東工業社 
        日産陶業株式会社 
        株式会社日吉 
 表彰式後、表彰事業者から、表彰対象となった
製品・サービスについてプレゼンテーションが行われた。 

③ エコ・エコノミー推進セミナーの開催 
 表彰式と同日に、 浜バイオ 学命北館中会議室 6 で「企業の地球温暖化 期戦
略と新たなビジネス展開」をテーマとしてエコ・エコノミー推進セミナーを開催し
キリン株式会社林田昌也氏から「キリングループの CSV コミットメントと環境へ
の取り込み」と題し、積水ハウス株式会社近田智也氏からは「地球温暖化に向けた
積 ハウスの 期戦略」と題して、基調講演が行われた。また、講演後、仁連孝昭
滋賀県立大学名誉教授から総括コメントをいただいた。 

④ 事業所出前講座の実施 
平成 29 年度は、「滋賀県での地球温暖化による影響と適応」などをテーマに 3 事

業所・団体で実施した。 
⑤ びわ湖環境ビジネスメッセでの広報活動 

 平成 29 年 10 月 18 日から 20  に 浜市で開催されたびわ湖環境ビジネスメッ
セに設置した当財団ブースを前年度の 2 倍のスペースで設営し、平成 26 年度から
29 年度までの滋賀県低炭素社会づくり賞低炭素化事業部門表彰対象製品・サービ
スについて、表彰企業の協力を得て、製品やパンフレットの展示を行った。 

⑥ 「COOL CHOICE」賛同企業の募集 
平成 29 年度は、12 企業から賛同書の提出があった。 
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平成29年度エコ・エコノミー推進事業決算

３．寄付金残高

（平成29年度当初） （事業費繰り出し） （寄付金利子） （決算時残高）

7,044,172円 － 3,400,000円 ＋ 742円 ＝ 3,644,914円

１．歳入� （円）

項　目 内　　容 予　算 決　算 増減　

寄付金 寄付金から繰り入れ 3,400,000� 3,400,000� 0�

補助金 エコ・エコノミー推進事業費補助金 4,444,204� 4,442,840� -1,364�

総　計 7,844,204� 7,842,840� -1,364�

２．歳出� （円）

項　目 内　　容 予　算 決　算 増　減

給料手当 3,833,700� 3,833,700� 0�

福利厚生費 610,504� 609,140� -1,364�

職員費小計 4,444,204� 4,442,840� -1,364�

旅費交通費 セミナー講師旅費　職員旅費 117,000� 82,730� -34,270�

通信運搬費 電話代　切手代 82,000� 82,000� 0�

消耗品代 パネル枠　金封 33,000� 2,721� -30,279�

印刷製本費 チラシ作成等 120,000� 95,040� -24,960�

渉外費 メッセ講師菓子代 0� 10,044� 10,044�

賃借料 メッセ使用料　セミナー会場費 300,000� 356,020� 56,020�

諸謝金 講師謝金 120,000� 102,000� -18,000�

手数料 目録筆耕等�セミナー司会 48,000� 52,010� 4,010�

租税公課 印紙代 10,000� 0� -10,000�

請負委託費 メッセ会場設営　HP作成 464,000� 416,178� -47,822�

補助金　交付金 低炭素社会づくり賞副賞 2,000,000� 2,000,000� 0�

業務諸経費 106,000� 201,257� 95,257�

事業費小計 3,400,000� 3,400,000� 0�

総　計 7,844,204� 7,842,840� -1,364�

－ 10 －



7. 平成 30 年度事業報告 

①  エコ・エコノミー推進会議の開催   
 平成 30 年 9 月 13 日にコラボしが 21 で開催され、平成 29 年度事業実施報告お
よび決算、平成 30 年度事業計画および予算案について、滋賀県および滋賀経済界
と意見交換を行った、また、滋賀県から平成 31 年度以降の滋賀エコ・エコノミー
推進事業のありかたについて方針案が出され議論を行った。 
 また、プロジェクトの寄附金を原資とする事業が概ね 31 年 3 月で終了すること
から、平成 31 年 4 月 16 日に県庁で推進会議を開催し、平成 30 年度の事業報告な
らびに決算を報告することとした上で、平成 31 年度以降の滋賀エコ・エコノミー
推進事業の方針について、意見交換が行われ、以下のとおりとした。 
・推進会議 
・滋賀県低炭素社会づくり賞低炭素化事業部門 
・エコ・エコノミー推進セミナー 
・事業所出前講座 

② 滋賀県低炭素社会づくり賞低炭素化事業部門への副賞（奨励金）の贈呈 
 平成 30 年 5 月 18 日から 7 月 17 日を募集期間と
して表彰候補者を募集し、滋賀県の審査を経て、下記
の 3 事業者が表彰され、当財団から副賞として奨励
金 500 千円を贈呈した。表彰式は、平成 30 年 10 月
17 日にびわ湖環境ビジネスメッセ・プレゼンテーシ
ョン会場で開催された。 
 表彰事業者  草津電機株式会社 
        滋賀バイオマス株式会社 
        大湖産業株式会社 
 表彰式後、表彰事業者から、表彰対象となった製
品・サービスについてプレゼンテーションが行われ
た。 

③ エコ・エコノミー推進セミナーの開催 
 表彰式と同 に、 浜バイオ 学命北館中会議室 6
で「地球温暖化対策を支える企業の SDGｓ経営」を
テーマとしてエコ・エコノミー推進セミナーを開催
し、第 1 回「ジャパン SDGs アワード」総理大臣賞
を受賞した北海道下川町から蓑島豪 SDGｓ推進戦略
室 を招き、「持続可能な地域社会の実現に向けて SDGｓ未来都市しもかわ 」
と題し基調講演を行った。 
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④ 事業所出前講座の実施 
事業所での工場や事務所からの温室効果ガス排出

量の削減や従業員の方々の家庭での取り組みを促す
ため、企業で実施される研修に、滋賀県地球温暖化防
止活動推進員を講師として派遣する事業所出前講座
を実施した。平成 30 年度は、「SDGｓと地球温暖化
防止」などをテーマに 2 事業所で実施した。 

⑤ びわ湖環境ビジネスメッセでの広報活動 
平成 30 年 10 月 17 日から 18  に 浜市で開催さ

れたびわ湖環境ビジネスメッセに設置した当財団ブ
ースにおいて、平成 26 年度から 30 年度までの滋賀
県低炭素社会づくり賞低炭素化事業部門表彰対象製
品・サービスについて、表彰企業の協力を得て、製品
やパンフレットの展示を行うとともに、滋賀エコ・エコノミー推進事業の事業概要
と実施までの経緯、滋賀エコ・エコノミープロジェクトのこれまでのあゆみについ
て、ポスターを作成し展示した。 

⑥ 「COOL CHOICE」賛同企業の募集 
 平成 30 年度は、2 企業から賛同書の提出があり、平成 28 年度の賛同募集開始か
らの 3 年間で、31 企業から賛同いただいた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－ 12 －



平成30年度滋賀エコ・エコノミー推進事業決算

３．寄付金残高

（平成30年度当初） （事業費繰り出し） （寄付金利子） （平成30年度末残高）

3,644,914円 － 3,145,798円 + 884円 = 500,000円

１．歳入� （円）

項　目 内　　容 予　算 決　算 増　減

寄付金 寄付金から繰り入れ 3,644,914� 3,644,914� 0�

30年度寄附金利子 0� 884� -884�

補助金 エコ・エコノミー推進事業費補助金 4,555,601� 4,520,284� 35,317�

総　計 8,200,515� 8,166,082� 34,433�

２．歳出� （円）

項　目 内　　容 予　算 決　算 増　減

給料手当 3,938,800� 3,938,800� 0�

福利厚生費 616,801� 581,484� 35,317�

職員費小計 4,555,601� 4,520,284� 35,317�

旅費交通費 セミナー講師旅費　職員旅費 101,000� 178,550� -77,550�

通信運搬費 電話代　切手代 82,000� 8,976� 73,024�

消耗品代 コピー用紙等 13,000� 4,017� 8,983�

印刷製本費 チラシ作成等 87,000� 71,280� 15,720�

賃借料 メッセ使用料　セミナー会場費 335,000� 336,890� -1,890�

諸謝金 講師謝金 120,000� 42,000� 78,000�

手数料 目録筆耕　セミナー司会 51,000� 43,725� 7,275�

租税公課 印紙代 0� 0� 0�

請負委託費 メッセ会場設営　ホームページ更新 770,000� 722,844� 47,156�

補助金　交付金 低炭素社会づくり賞副賞 2,000,000� 1,500,000� 500,000�

業務諸経費 業務諸経費 85,914� 87,516� -1,602�

その他 報告書印刷発送 0� 150,000� -150,000�

事業費小計 3,644,914� 3,145,798� 499,116�

総　計 8,200,515� 7,666,082� 534,433�
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8. 滋賀県低炭素社会づくり賞低炭素化事業部門表彰対象製品・サービス紹介 

① 平成 26 年度 
旭化成イーマテリアルズ株式会社 電池材料事業部 ハイポア工場（守山市） 
＜電気自動車、ハイブリッド自動車等に使用されるリチウムイオン二次電池用セパ
レータ「ハイポア TM」の生産＞ 
・電気自動車、ハイブリッド自動車等の
環境対応車や電力貯蔵用途で需要拡大
が予想されるリチウムイオン二次電池
に不可欠な部品として、セパレータ「ハ
イポア TM」を生産。 
・当該自動車等が使用される際の温室
効果ガス排出削減に貢献。 
 
株式会社ケントム（犬上郡甲良町） 
＜間伐材や剪定枝等を原料とした農業用土壌改良剤「炭彦」の開発・販売＞ 
・県内の間伐材や河川の雑木、竹、剪
定枝等を利用してバイオ炭を製造し、
それを主原料とした農業用土壌改良剤
を開発・販売。 
・有機物であるバイオ炭の施用によ
り、土壌への炭素貯留効果が期待され
る。 
また、バイオ炭にはメタンや一酸化二
窒素の吸着効果もあるとされており、
これらを通じ温室効果ガス削減に寄与。 
・有機肥料との相乗効果についても地域の営農連合協同組合と連携のうえ実証実験
を実施してきており、米の食味鑑定コンクールでの受賞等、生産物の評価も上が
っている。 
 
甲 陸運株式会社（湖南市） 
＜地産地消型再生可能エネルギーとしてのバイオディーゼル燃料の製造・活用およ
び廃食油の直接利用＞ 
・地域の給食センターや社員食堂、食品工場より廃食油を購入・回収し、社内精製
プラントにおいて地産地消型再生可能エネルギーとしてバイオディーゼル燃料を
精製。 
・廃食油の集配車や自社の商品配送車における使用、地域温泉施設への販売により
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化石燃料を代替。 
・地域のイベントにおける電源としてバ
イオディーゼル発電機を設置し発電。 
・地域農家のハウス加温用に廃食油ボイ
ラーを試験導入し、廃食油により A 重
油を代替。 
・これらのバイオディーゼルや廃食油の
利用により CO2 ゼロカウントに。 
 
田中建材株式会社（高島市） 
＜木質チップを混合した木質加熱アスファルト舗装「ハーモニーロードウッド」の
開発・販売＞ 
・建設廃材や森林・街路整備からの廃木質
をチップ化、独自技術によりアスファル
トと均一に加熱混合した舗装材の開発・
販売。 
・従来品と比べて軽量かつ透水性、断熱
性、歩行性に優れ、また耐久性や経済性、
施工性についても同等の水準を実現。維
持管理に際しても、再加熱により再利用
が可能。 
・木質材料の利用により、道路へ CO2 を固定。再利用が可能なことから、ライフ
サイクル CO2 およびライフサイクルコストの点でも従来品より低減。 
・資源の有効利用、CO2 固定のほか、ヒートアイランド対策等に寄与。 
 

② 平成 27 年度 
株式会社アオヤマエコシステム（大津市） 
＜活性酸素処理による琵琶湖水草堆肥化の開発＞ 
・開発した活性空気処理装置「α ＧＡＩ
Ａ」により、水草を燃やすことなく、高温
処理もせず、空気中の酸素を変化させて
活性酸素で、細胞壁の破壊と水分の蒸散
を行い、ほぼ１日で乾燥させることがで
きた。 
・乾燥後の粉末を、堆肥として利用し、水 
草の有機物源・栄養源を有効利用するこ
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とによって ＣＯ２を大気に放出させることなく土壌への固定化を進める「ＣＯ２
削減琵琶湖水草堆肥化モデル」を確立した。 
 
湖北 業株式会社（ 浜市） 
＜琵琶湖のヨシを原材料とする電気二重層キャパシタ電極材料活性炭の製造＞ 
・琵琶湖のヨシをペレット化し、窒素ガ
スで炭素化、水蒸気賦活し、電気二重層
キャパシタ電極材料活性炭を製造し、Ｃ
Ｏ２の固定化を図る。 
・製造したキャパシタは、アイドリング
ストップ車用蓄電モジュール、電気自動
車用電源まわり（回生エネルギー用）に
用いられることによってＣＯ２削減に
寄与する。 
 
滋賀特機株式会社（大津市） 
＜空調制御システム・デマンドコントローラ「かんデマ」の製造・販売＞ 
・デマンドコントローラ「かんデマ」で空
調を３分毎にオン・オフ制御することに
より、室温を大きく変動させることなく
１０％ ２０％の節電を図り、「ガマンす
る節電」から「スマートな節電」を可能と
した。  
＜冷蔵ショーケースの省エネを実現する
「ジャスト・クール・システム」の開発＞ 
・新開発の蓄熱材をショーケースに取り付けることで霜取り時等のショーケース
内の温度上昇を抑え、省エネ化を図る。 
 
株式会社セブンワンツリーズ（野洲市） 
＜照明器具の省エネコンサルティングおよ
び販売＞ 
・照明器具販売時に、企業自体の省エネコ
ンサルティングを実施し、企業に応じた
「省エネ対策」を提案するなど低炭素社会
の実現に貢献している。 
・追加的な電力消費が無い、高性能反射板
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を組み合わせた高効率照明器具を販売することで、反射板を設置する前と同等以
上の照度を確保するとともに、大幅な電力量削減を実現した。 
 

③ 平成 28 年度 
株式会社井之商（大津市） 
＜スカイライトチューブ（太陽光照明システム）の開発、販売および施工＞ 
・電気を使わず太陽光を直接利用するス
カイライトチューブ（太陽光照明システ
ム）を販売・施工している。 
・屋根との接続部での漏水対策として、日
本の屋根に合う屋根材を開発するととも
に、施工マニュアルの作成および施工技
術者研修制度の確立を行った。 
 
北村工務店匠堂（米原市） 
＜低炭素なゼロ・エネルギー住宅の提案および販売＞ 
・太陽光発電、トリプルガラス窓、パッシ
ブデザインおよび地熱利用等を標準化
し、設計・建設および設備設置を一貫し
て行うことにより、ゼロ・エネルギー住宅を
安価で実現した。 
・2014 年以降、新築物件をすべてゼロ・
エネルギー住宅として建築している。 
 
株式会社ひらつか建築（多賀町） 
＜木造省エネ保冷倉庫の製作＞ 
・保冷倉庫の省エネ化および木質化に取り
組んでいる。 
・断熱材、外側鋼板、遮熱シートおよび防
湿シートの材質・配置を検討し、断熱性や
機密性の向上を図った。なお、構造材・内
装材には「びわ湖材」である杉材を使用し
ている。 
・倉庫内の空調は、独自開発した温度管理
システムによって小型冷却装置（家庭用エアコン）による運転を可能とした。 
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山室木材工業株式会社（米原市） 
＜地産地消型再生可能エネルギー導入の取組＞ 
・自社で生産した木材チップを燃料として、
バイオマス発電事業、自社木材乾燥システ
ムのバイオマスボイラーへの転換、および
バイオマスボイラーを設置した農業用木質
温室ハウスでのマンゴー栽培を行うアグリ
ビジネスを行っている。 
・バイオマス発電事業の実績を基に、今春
から姉川ダムでの水力発電事業を実施する。 
 

④ 平成 29 年度 
油藤商事株式会社（豊郷町） 
＜バイオデイーゼル燃料（ＢＤＦ）の精製と回収・販売の地産地消＞ 
・自社で 1 日 1000ＬのＢＤＦ精製設備を
建設し、高品質なＢＤＦを生産している。 
・地域で回収ルートと販売ルートを確保
し、ＢＤＦの地産地消を進めている。 
 
 
 
株式会社三東工業社（甲賀市） 
＜信楽本店社屋建設でのＣＬＴ（直交集積材）パネル工法の実証＞ 
・面で支える工法であり、従来工法（軸組
工法、軽量鉄骨造）と比較して多くの木材
を使用している。  
・滋賀県初のＣＬＴパネル工法による建築
物で、ＣＬＴパネル工法の普及のため、見
学を受け入れている。 
・構造材はすべて滋賀県産材のスギを使用
している。 
 
日産陶業株式会社（甲賀市） 
＜エネルギーが不要な陶器製加湿器の開発・販売＞ 
・信楽焼の多孔質、調湿性を活用し、使用時にエネルギーが不要で経済性に優れた
加湿器を製造している。 
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・どこでも使うことができるように、花瓶
としての機能やデザイン性を充実させてい
る。 
 
 
株式会社日吉（近江八幡市） 
＜二酸化炭素排出が少ないダイオキシン類分析の実施＞ 
・エネルギー使用量の少ない生物検定法を
用いたダイオキシン類分析法で分析を実施
している。 
 
・分析試料量が少なくて済むことから、分
析過程での電力使用量の削減を図ることが
できる。 
 

⑤ 平成 30 年度 
草津電機株式会社（草津市） 
＜高い付加価値を持つ高効率モーターの開発＞ 
・国内外でのモーターの高効率化に対応し
て、磁石補助型シンクロナス・リラクタン
ス・モータを開発。 
・磁石の配置を工夫して振動を小さくする
ことにより、低騒音化を実現。 
・効率化を図るために使用する永久磁石と
して、高価なレアアース（ネオジウム等）を使用せず、安価なフェライト磁石を使
用。 
 
滋賀バイオマス株式会社（栗東市） 
＜木くず・廃プラ混合バイオコークス燃料(PMBC)の製品化＞ 
・粉砕・乾燥した木くず 70％と廃プラ 
30％を圧縮・加熱・固化・冷却工程で製造 
・木くずを圧縮固化して製造するバイオコ
ークスと比較して 1.44 倍の発熱量があ
り、石炭コークスに相当する熱量がある。 
・密度 1.3 に固化された超硬化燃料で、 
期間緩慢燃焼が可能で、運搬・保管が容易で

・どこでも使うことができるように、花瓶
としての機能やデザイン性を充実させてい
る。 
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・密度 1.3 に固化された超硬化燃料で、 
期間緩慢燃焼が可能で、運搬・保管が容易で
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あることから石炭コークスに対抗可能。 
 
大湖産業株式会社（東近江市） 
＜天然素材を用いたすだれ、スクリーン、カーテンの製造＞ 
・ヨシを用いたすだれ製造とともに、その技術を応用し、竹、木、麻などの天然素
材を使用したスクリーン、カーテン等の製造。 
・ヨシすだれ等は、外部からの住居への熱
の侵入を緩和し、冷房の使用電力の削減に
寄与・天然素材を用い伝統技術によって製
造を行い、伝統技術や文化を未来に遺す。 
・ヨシすだれの製品企画・製造・販売を一
貫して行っている滋賀県内で数少ない企業。 
・JR 九州の新幹線や「ななつ星」のブラインドなど、革新的なモノづくりを行う。 
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9. エコ・エコノミー推進セミナー講師寄稿集（広報誌「明日の淡海」掲載） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

9. エコ・エコノミー推進セミナー講師寄稿集（広報誌「明日の淡海」掲載） 
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特別寄稿 

 

持続可能な地域社会の実現に向けて SDGs 未来都市しもかわ  

北海道下川町政策推進課 SDGｓ推進室⻑ 蓑島 豪 

 
１．持続可能な地域社会を創る 

下川町は、⼈⼝約 3,300 ⼈、町の⾯積は東京 23 区と同等で、このうち森林が 88％
を占め、古くから森林資源を活⽤したまちづくりを⾏っています。 

特に、「持続可能な地域社会の実現」
を目指し、政府から環境モデル都市
（ʼ08 年）、環境未来都市（ʼ11 年）
の選定を受けるなどして、経済（森林
総合産業構築）・社会（超高齢化対応
社会）・環境（創造エネルギー自給と
低炭素化）の３領域の価値創造、統合
的解決をコンセプトとした取組みを
進めてきました。（図 1） 

２．第１回ジャパン SDGs アワード総理⼤⾂賞受賞 

具体的には、森林資源を最⼤限、最⼤効率で活⽤することを基本として、植林・育林
・伐採・植林を繰り返す循環型森林経営システムの確⽴、廃棄物をできるだけ出さない
ゼロエミッションの⽊材加⼯、未利⽤の林地残材などをバイオマス原料とした地域エネ
ルギー自給と低炭素化、地域熱供給システムを核とした超高齢化集落の再⽣など、経済
・社会・環境の統合的取組を進めています。 

こうした取組みを進めてきた結果、⼈⼝減少が緩和、近年では社会動態転⼊超過の年
が散⾒、地域熱エネルギー自給率が 49%に到達するなど、持続可能な地域社会の「芽」
が発現しています。 

こうした取組みと実績が評価をされ、2017 年の「第１回ジャパン SDGs アワード」
で内閣総理⼤⾂賞（最高賞）を受賞しました。 
 
３．ＳＤＧｓ未来都市しもかわ 

2016 年から SDGs をまちづくりに取り⼊れた取組を進めています。 
具体的には、2018 年に SDGs を取り⼊れた「2030 年における下川町のありたい姿
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（下川版 SDGs）」（図 2）を策定、この実
⾏計画となる次期下川町総合計画（最上位
計画）に、「下川版 SDGs」を将来像とし
て位置付け、2030 年までを計画期間として
実⾏していく考えです。また、下川版 SDGs
とこの実現のための打ち手を中心とする内
容が、政府が 2018 年の創設した「SDGs
未来都市」に選定をされました。 
 SDGs は異なる背景を持つ様々な⼈々を
結びつける”接着材”でもあり、これまで
SDGs を切り⼝として、（公財）地球環境戦
略研究機関、三井不動産（株）、吉本興業（株）、
（株）ベルシステム 24HD・久遠チョコレー
トと SDGs 推進に関する連携協定を締結し
取組を進めているところです。（図 3） 
4．持続可能な地域社会を実現し SDGs の達成へ貢献 

下川町が目指す「持続可能な地域社会の実現」には道半ばにありますが、地域内外の
多様な⼈々との連携と共創により「下川版 SDGs」を実現し、国内外の都市や地域へ波
及展開をしていくことが、ＳＤＧｓへの貢献につながると考えています。 
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10. おわりに 

 平成 26 年度から 30 年度までの 5 年間、滋賀エコ・エコノミープロジェクトからの寄付
ならびに滋賀県からの支援により、財団では、環境と経済が両立する持続的な滋賀社会への
取り組みを進めることができた。これまで家庭部門での低炭素社会づくりに向けた事業を
中心に行ってきた財団にとって、新たな、そして大変貴重な経験であった。 
 低炭素社会づくり賞表彰では、滋賀県の多くの企業・団体が温暖化効果ガス削減に向けた
製品.サービスの開発に取り組まれていることを、県 の 々と情報共有できるよう事業を
進めてきた。また、エコ・エコノミー推進セミナーでは、企業活動を進めるうえで必要とな
る低炭素社会づくりや地球温暖化防止に関する基本的な情勢や考え方について、専門家を
招いて講演を い、事業者ならびに県 の 々に情報提供した。セミナーでは、毎回多くの
企業から出席者を得た。これらの事業から、滋賀県の各企業が、低炭素社会づくりを念頭に
企業活動を進めておられることを実感した。 
 当財団では、5 年間の経験を基に、今後とも事業者向けセミナーや事業所出前講座等を実
施していき、環境と経済が両立する持続可能な滋賀社会に向けた事業を進めていく。令和元
年度は、事業者向けセミナーであるエコ・エコノミー推進セミナーを滋賀県からの委託事業
として、また、事業所出前講座は、財団事業として引き続き実施している。 

なお、低炭素社会づくり賞低炭素化事業部門表彰は、製品やサービスにより削減できた
CO2 量を定量的に評価する「貢献量評価」に基づき認定するものとして、滋賀県が平成 30
年度に創設した「しが発低炭素ブランド」制度に発展的に統合され、令和元年度は、３社の
製品が認定された。 

最後に、改めて、滋賀県、滋賀経済界ならびにしが炭素基金に賛同された 196 者の企業・
団体のご協力に対し感謝の意を表する。 
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